
レ

2016 年 4 月 1 日～ 2019 年 3 月 31

2015 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2018 年度) (2016 年度) (2017 年度) 年度)
レ 3.0 ％ 5.1 ％ 30.9 ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ 5.8 ％ 32.1 ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都虎ノ門三丁目22番10-201号

氏名
Ｔｉｇｒｉｓ特定目的会社

取締役　松澤　和浩

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 95その他のサービス業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要
一．信託受益権の取得、保有、処分および運用

二．上記に付帯または関連する一切の業務

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,619 2,501

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,129 2,806

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

　一昨年の省エネ工事で冷水ポンプインバーター化を実現したが、
　今年はインバーターの設定値をさらに絞り込んでいったことと、熱源受入れ部分の制御面で工夫を凝らしたことが削
減に寄与したと思われる。
　また、テナントのエネルギー使用量が減ったことに伴い、諸々の電気設備や冷温水の搬送ロスが減ったとも思われ
る。



(2)推進体制

温室効果ガスの抑制：設備機器の稼働抑制や空調面での温調など細かい点を見直ししながら、長期的には期待寿命期が
近い機器の高効率化を狙って、オーナーに対し更新提案を行っていく。

電気の需要の平準化；空調の主要熱源が地冷水であり、又、24時間稼働のﾃﾅﾝﾄが多い為、日毎昼夜
の電気使用量の差が15％程度しかないので、更なる平準化対策は難しい。



レ

2016 年 4 月 1 日～ 2019 年 3 月 31

2015 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2018 年度) (2016 年度) (2017 年度) 年度)
レ 3.0 ％ -10.9 ％ -12.2 ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ -11.6 ％ -11.9 ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府高槻市大字原856-4

氏名
中央砕石株式会社

代表取締役　山本和成

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 21窯業・土石製品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 砕石・砕砂・プレミックスモルタルの製造販売

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,896 6,615

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 6,502 7,272

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

製品生産量に直接関係の無い、原料岩石採取地の表土土砂の除去・運搬に苦戦し、その運搬車に使用した軽油量だけで
も117,500L（前年のそれの使用量は約25,000L）に上った。その軽油使用量差の92,500Lの削減ができれば、上記(3)の
排出量ベースの削減率は-8.2％となる。また原単位ﾍﾞｰｽでの電力量が対28年度比2%削減できている。基準年度は新名神
高速道路工事に伴い搬出される良質の岩石が使用できるという特異性があり、30年度削減目標達成は正直なところ難し
いが、28年度の削減率を上回ることは必達としたい。



(2)推進体制

全社的に温暖化対策に取り組むため、エネルギー管理統括者・エネルギー管理企画推進者を中心に、毎月対策の進捗状
況を確認し、現状改善などを検討するとともに、適時温暖化防止に関する研修会を実施する等して、本体制を継続して
いきます。


